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デジタルツインにより防災など適応策の便益を可視化し、

気候変動に伴う災害の物理リスクや財務影響を定量的に試算します。

その情報を投資家・企業に提供しするとともに、金融機関と気候変動
に対応する金融商品を共創・提供し、

気候変動適応策への資金流入の拡大を促進します。





緩和策

適応策



気候変動適応策の必要性

災害被害と復興に起因する
温室効果ガス排出

% 以上

経済損失 人命損失 / 人権問題



災害件数

倍 倍 

1  18
緩和策に対する
適応策の投資額

経済損失額

＊過去50年比

* *





実際の被害 想定被害

算出された価値

41億ドル

※平均気温4℃上昇シナリオ

適応策を実施した場合の

適応価値の試算例 洪水（日本）



地方自治体

現状（防災対策等インフラの社会実装）

インフラ建設企業投資家 金融機関

$

防災ハードウェア
ソリューション



新たな適応ファイナンスアプローチ(防災等インフラの例）

投資家 金融機関 地方自治体 インフラ建設企業IT企業

適応価値
モニタリング適応価値データ

債券発行

防災ITソリューション

$
適応価値開示 債券ストラクチャリング

防災ハードウェア
ソリューション
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ユースケースの創出
（適応策の便益を可視化する
ベストプラクティスの創出）

適応策の便益の可視化／
定量化フレームワーク確立





感染症 水資源

熱中症 生態系

農業災害

グリーン
インフラ等街づくり

交通・港湾
グリーン

インフラ等

土砂災害・
水災害対策等







ゼネコン
各社様

設備産業の
事業者様

不動産
事業者様
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